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参考資料２

特定非営利活動法人法（NPO法)における情報開示制度について

１．概要

特定非営利活動法人（NPO）は、自らに関する情報をできるだけ公開するこ
とによって市民の信頼を得て、市民によって育てられるべきであるとの考えか
ら、広範な情報公開制度を採用している。

２．開示対象文書

＜事業報告書等＞
①前事業年度の事業報告書
②財産目録
③貸借対照表
④収支計算書

＜役員名簿等＞
⑤役員名簿
⑥社員のうち十人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及

び住所又は居所を記載した書面

＜定款等＞
⑦定款
⑧定款の認証に関する書類の写し
⑨定款の登記に関する書類の写し

３．情報開示制度の内容

○事務所に事業報告書等を備え置き、利害関係人から閲覧の要求があれば、過去３年間
に提出したものについて閲覧させなければならない。

○所轄庁に事業報告書等を提出し、所轄庁は、閲覧請求があった場合、閲覧させなけれ
。 、 。ばならない 内閣府が所轄庁の場合は それぞれの事務所のある都道府県に送付する

内閣府 都道府県事務所 書類の送付
書類の提出

閲 覧
閲 覧

「利害関係人」 「一般国民」
社員、債権者、保証人、法人と取引等の
契約関係にある者、法人に対して損害賠
償請求権を有する者等
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（参考条文）

特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）(抄）

（設立の認証）
第十条 特定非営利活動法人を設立しようとする者は、内閣府令（前条第二項の特定非営

利活動法人以外の特定非営利活動法人に係る場合にあっては、都道府県の条例。第二十
、 、 、 。）六条第三項 第四十四条第二項 第四十四条の二及び第四十四条の三を除き 以下同じ

で定めるところにより、次に掲げる書類を添付した申請書を所轄庁に提出して、設立の
認証を受けなければならない。
一 定款
二 役員に係る次に掲げる書類

イ 役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有無を記
載した名簿をいう ）。

ロ 各役員が第二十条各号に該当しないこと及び第二十一条の規定に違反しないこと
を誓約し、並びに就任を承諾する書面の謄本

ハ 各役員の住所又は居所を証する書面として内閣府令で定めるもの
三 社員のうち十人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及

び住所又は居所を記載した書面
四 第二条第二項第二号及び第十二条第一項第三号に該当することを確認したことを示

す書面
五 設立趣旨書
六 設立についての意思の決定を証する議事録の謄本
七 設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書
八 設立当初の事業年度及び翌事業年度の収支予算書

２ 所轄庁は、前項の認証の申請があった場合には、遅滞なく、その旨及び次に掲げる事
項を公告するとともに、同項第一号、第二号イ、第五号、第七号及び第八号に掲げる書
類を、申請書を受理した日から二月間、その指定した場所において公衆の縦覧に供しな
ければならない。
一 申請のあった年月日
二 申請に係る特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

並びにその定款に記載された目的

（定款の変更）
第二十五条 定款の変更は、定款で定めるところにより、社員総会の議決を経なければな

らない。
２ 前項の議決は、社員総数の二分の一以上が出席し、その出席者の四分の三以上の多数

をもってしなければならない。ただし、定款に特別の定めがあるときは、この限りでな
い。

３ 定款の変更（第十一条第一項第四号に掲げる事項に係るもの（所轄庁の変更を伴わな
いものに限る ）並びに同項第八号及び第十四号に掲げる事項に係るもの（第六項にお。
いて「軽微な事項に係る定款の変更」という ）を除く ）は、所轄庁の認証を受けな。 。
ければ、その効力を生じない。

４ 略
５ 第十条第二項及び第十二条の規定は、第三項の認証について準用する。
６ 特定非営利活動法人は、軽微な事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨

を所轄庁に届け出なければならない。

（事業報告書等の備置き等及び閲覧）
第二十八条 特定非営利活動法人は、毎事業年度初めの三月以内に、内閣府令で定めると

ころにより、前事業年度の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書（次項、
次条及び第四十三条第一項において「事業報告書等」という ）並びに役員名簿（前事。
業年度において役員であったことがある者全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの
者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿をいう ）並びに社員のう。
ち十人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居
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（ 、 「 」 。）所を記載した書面 次項 次条及び第四十三条第一項において 役員名簿等 という
を作成し、これらを、翌々事業年度の末日までの間、主たる事務所に備え置かなければ
ならない。

２ 特定非営利活動法人は、その社員その他の利害関係人から事業報告書等（設立後当該
書類が作成されるまでの間は第十四条において準用する民法第五十一条第一項 の設立

、 。の時の財産目録 合併後当該書類が作成されるまでの間は第三十五条第一項の財産目録
次条第二項において同じ 、役員名簿等又は定款若しくはその認証若しくは登記に関。）
する書類の写し（次条及び第四十三条第一項において「定款等」という ）の閲覧の請。
求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧させなければならな
い。

（事業報告書等の提出及び公開）
第二十九条 特定非営利活動法人は、内閣府令で定めるところにより、毎事業年度一回、

事業報告書等、役員名簿等及び定款等（その記載事項に変更があった定款並びに当該変
更に係る認証及び登記に関する書類の写しに限る ）を所轄庁に提出しなければならな。
い。

２ 所轄庁は 特定非営利活動法人から提出を受けた事業報告書等若しくは役員名簿等 過、 （
去三年間に提出を受けたものに限る ）又は定款等について閲覧の請求があった場合に。
は、内閣府令で定めるところにより、これを閲覧させなければならない。

（合併手続）
第三十四条 特定非営利活動法人が合併するには、社員総会の議決を経なければならな

い。
、 。 、２ 前項の議決は 社員総数の四分の三以上の多数をもってしなければならない ただし

定款に特別の定めがあるときは、この限りでない。
３ 合併は、所轄庁の認証を受けなければ、その効力を生じない。
４ 特定非営利活動法人は、前項の認証を受けようとするときは、第一項の議決をした社

員総会の議事録の謄本を添付した申請書を、所轄庁に提出しなければならない。
５ 第十条及び第十二条の規定は、第三項の認証について準用する。

（情報の提供）
第四十四条 内閣総理大臣は、第九条第二項の特定非営利活動法人の事務所が所在する

都道府県の知事に対し、第二十九条第二項の閲覧に係る書類の写し（この項の規定によ
り既に送付したものを除く ）を送付しなければならない。。

２ 第九条第二項の特定非営利活動法人は、内閣府令で定めるところにより、前項の書類
の写しを内閣総理大臣に提出しなければならない。

３ 都道府県の知事は、条例で定めるところにより、第一項の規定により送付を受けた書
類の写しを閲覧させることができる。


